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雇　用　政　策　費 （単位：千円）

決算報

告書頁

298 雇 用 政 策 総 務 費 78,505 56,902

（人材・雇用政策 課） ㊀ 56,902

298 労 使 関 係 安 定 促 進 費 1,986,702 1,605,751

（人材・雇用政策 課） 国 1,566,824

㊀ 38,927

科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

【雇用情勢に関する参考指標】

ハローワークにおける求人・求職者の状況 （令和５年度）

区 分 一般有効求人数（累計） 一般有効求職者数（累計） 一般有効求人倍率

求人・求職者の状況 292,535名 242,331名 1.31倍

「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

新規学校卒業者（県内高校）の就職内定状況 （令和５年度）

区 分 求 人 数 求 職 数 求 人 倍 率 就職内定者数 就 職 内 定 率

新 規 学 卒 者 2,345名 920名 2.55倍 911名 99.0％

「奈良労働局調べ」

ハローワークにおける障害者の就職状況 （令和５年度）

障害の種類別 身 体 障 害 者 知 的 障 害 者 精 神 障 害 者 そ の 他 合 計

就 職 者 数 238名 216名 669名 72名 1,195名

「奈良労働局調べ」

【労使関係に関する参考指標】

（令和５年６月30日現在）

403組合 47,035名 ▲1,930名 ▲3.9％

「2023年労働組合基礎調査」

労 働 組 合 数 労 働 組 合 員 数
組 合 員 数 の
対 前 年 度 増 減 数

組 合 員 数 の
対 前 年 度 増 減 率

工業・商業の振興［「令和５年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　１　ワークライフバランスの実現

事 業 名 金 額

働きやすい職場づくりに積極的に取り組む県内事業者の募集・登録

成 果 指 標 ３年度 ４年度 ５年度

新規登録企業数（社） 11 12 23

雇用保険の育児休業給付金に上乗せして賃金等を支給する県内事業者に対し

補助

成 果 指 標 ３年度 ４年度 ５年度

交付事業所数（事業所） 52 55 54

柔軟な働き方を推進するため、県内中小事業者が抱える課題等に対し、専門

門家を派遣する等により支援

　社会保険労務士等専門家の事業所への派遣　　派遣企業数　10社

　オンラインセミナーの開催

　　開催日　令和５年９月８日　　参加者数　60名

　相談窓口の設置　　相談件数　延べ52件

柔軟な働き方推進事業 6,431

育児休業取得促進事業

社 員 ・ シ ャ イ ン
職 場 づ く り
推 進 事 業

内 容

772

27,312
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300 職 業 訓 練 総 務 費 324,667 213,950

（人材・雇用政策 課） 国 65,854

手 87

越 44,658

㊀ 103,351

前年度繰越分 前年度繰越分

57,000 51,514

当該年度分 当該年度分

267,667 162,436

翌年度へ繰越

100,000

302 高 等 技 術 専 門 校 費 737,554 442,416

（人材・雇用政策 課） 国 357,052

手 1

財 425

繰 100

諸 43

㊀ 84,795

　　２　新型コロナウイルス感染症・原油価格・物価高騰等の影響を受けた事業主等への支援

事 業 名 金 額

物価高騰克服のため、生産性の向上、賃上げの促進及び県内消費を喚起し、

所得向上を支援

　県内在住の被雇用者に対し、プレミアム付き電子クーポンを発行

　　発行件数　120,755口

　従業員の賃金を引き上げた県内中小事業者に対し給付金を支給

　　給付件数　1,775件

　　３　多様な人材の育成への支援　

事 業 名 金 額

県内事業者のニーズを踏まえたリカレント教育による雇用機会の創出や生産

性向上等を促進

　県内事業者が求める知識・能力を有する人材を研修と企業実習により育成

　　募集定員　 20名　　正規雇用者数　 15名　

　在職者訓練による学び直しを通じたキャリアアップ等を支援

　　募集定員　200名　　受講者数　256名

学齢期からの就業意識を醸成するため、製造業・建設業等の職業体験を県内

小中学校等において実施

　参加者数　職業体験教室　312名　　実演講話　485名

　　　　　　出前体験教室　75組

　　４　離職者等再就職支援対策

事 業 名 金 額

就労経験の少ない訓練生等を対象に職場実習を実施

成 果 指 標 ３年度 ４年度 ５年度

職場実習参加訓練生数（名） 35 47 48

外部講師による就職支援・起業支援セミナーを実施

成 果 指 標 ３年度 ４年度 ５年度

セミナー受講者数（名） 142 127 115

離職者等を対象に、民間職業訓練施設等を活用した職業訓練を実施し、再就

職を支援

　事務系・介護系及び美容系コース等

　　募集定員　925名　　入校生数　471名

訓練内容を拡充し、訓練生の就業等に効果的な職業訓練を実施

　外部講師の招聘により訓練内容を拡充

　　建築科、造園技術科、服飾ビジネス科

内 容

高 等 技 術 専 門 校
就 業 支 援 事 業

高 等 技 術 専 門 校
職 業 訓 練 充 実 事 業

民 間 教 育 訓 練 施 設 等
活 用 型 職 業 訓 練 事 業

2,372

216,454

1,274

1,563,127

71,514
オンラインを活用した
職 業 訓 練 推 進 事 業

物 価 高 騰 克 服
プ ロ グ ラ ム 事 業

学 齢 期 職 業 体 験 事 業 3,000

内 容

内 容
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雇　用　政　策　費 （単位：千円）

決算報

告書頁

302 雇 用 促 進 費 59,611 53,216

（人材・雇用政策 課） 国 29,622

㊀ 23,594

科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

　　５　雇用のマッチング支援

事 業 名 金 額

就職氷河期世代、既卒者、外国人及び高齢者等の多様な求職者を対象に、求

職者向けセミナーをオンラインで開催

　開催日　令和５年８月５日　ほか　参加者数　延べ27名

多様な求職者の採用を検討する県内事業者を対象としたセミナーを開催

　開催日　令和５年８月２日　参加企業数　19社

多様な求職者と県内事業者とのマッチングを図るため、対面による合同企業

説明会を開催

　開催日  令和５年９月３日　参加者数  68名　参加企業数　20社

県内就労あっせん・起業支援センターにおいて、金融機関等と連携し、県内

中小事業者への高度専門人材の就職あっせん及び起業支援を実施

　企業訪問件数　122件

　求人件数　51件　　求職者数　66名　　就職者数　14名

社会復帰を目指す矯正施設出所者等の雇用を促進

　県内事業者を対象に、雇用する際の留意事項等を学ぶセミナーの開催

　　開催日　令和６年１月25日　　参加者数　22名

首都圏で移住・就職相談会を開催し、奈良で働く魅力の情報を発信

　開催日　令和５年８月19日、９月24日、12月23日、令和６年３月24日

東京圏からの県内就労を促進

　東京圏からの移住に要する経費に対し移住支援金を支給

　　支給件数　36件

　　６　若者の就労支援   

事 業 名 金 額

働くことに不安を抱える若年無業者の早期の就労に向け、ジョブコーチのき

め細かなサポートによる就労訓練を実施

　職場実習参加者数　18名　　就職者数　７名

若年無業者等の職業的自立を支援する「地域若者サポートステーション」に

おいて、就業セミナーの実施や臨床心理士の配置等により就業支援を強化

成 果 指 標 ３年度 ４年度 ５年度

利用者の就職件数（件） 157 163 171

県内就労の促進及び職場定着率の向上を図るため、大学生の県内事業者への

インターンシップを推進

　開催期間　令和５年８月１日～９月30日

　参加学生数　94名　　受入企業数　54社

イ ン タ ー ン シ ッ プ
推 進 事 業

9,503

内 容

若 年 無 業 者 就 業
支 援 事 業

9,998

61

23,864

社 会 復 帰 促 進
就 労 支 援 事 業

県 内 企 業 の 人 材
確 保 推 進 事 業

内 容

県 内 就 労 あ っ せ ん ・
起 業 支 援 事 業

地域雇用戦略推進事業 5,030

574
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